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１ 長岡北スマート流通産業団地の概要 

  長岡北スマート流通産業団地（以下、「産業団地」という。）は、長岡市の長岡地域北西

部に位置し、北陸自動車道（長岡北スマートＩＣ）に隣接し、関越自動車道（長岡ＩＣ・

長岡ＪＣＴ）に近接しています。   
また、新潟県内を縦断する国道８号をはじめ、上越新幹線が発着するＪＲ長岡駅を含む

市街地にも近く、交通アクセスに優れた団地です。 
  美しい田園風景に囲まれた、工場等の立地に適した平坦な地形であり、製造業の生産拠

点をはじめ、さまざまな企業ニーズへの対応が可能です。 
 
（１）産業団地の位置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  
 
 
 
 
 

(新潟東港) 
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（２） 産業団地の概要 

基本情報 
事 業 主 体 長岡地域土地開発公社（以下、「公社」という。） 
所 在 地 新潟県長岡市蓮潟町ほか地内 
団 地 総 面 積 約３６．４ｈａ 
分 譲 面 積 約２６．７ｈａのうち 約１．５ｈａ 

第３期エリア：１区画 約１．５ｈａ 
道 路 幅 員 幹線道路：車道幅員１１．５ｍ（＋両側歩道） 

区画道路：車道幅員１１．０ｍ（＋両側歩道） 
建築制限等 
 用 途 地 域 工業地域、地区計画あり（P12 参照） 

建 ぺ い 率 ６０％ 
容 積 率 ２００％ 
工 場 立 地 法 
（予 定） 

緑地面積率    １００分の５以上 
環境施設面積率  １００分の１０以上  ※届出義務要件有 

緩 衝 帯 一部に建築不可となる緩衝帯を含みます。 
交通アクセス 

最寄りＩＣ等 北陸自動車道：長岡北スマートＩＣ直結 
関越自動車道：長岡ＪＣＴまで約５㎞（約４分：北陸自動車道経由）

国 道 国道８号近接（約１．１㎞） 
市 道 長岡市道上川西１４７号線等隣接 
最 寄 り 駅 ＪＲ上越新幹線、上越線、信越本線：長岡駅まで約６㎞ 

供給設備等 
 

用
水
等 

上水道 [管轄]長岡市水道局 
（大口使用の場合は要相談。使用量に制限がかかる場合があります。

⇒P11「11 お問い合わせ」まで） 
地下水 要相談 

（取水に関して制限を設ける場合があります。 
⇒P11「11 お問い合わせ」まで） 

下 水 道 公共下水道：[管轄]長岡市 
電    力 高圧供給、特別高圧供給可能 

※電力契約時に供給にかかる負担金が生じる場合があります。 
※分譲用地内に電柱を建柱する場合があります。 

ガ ス 都市ガス供給エリア内 
通 信 回 線 光通信対応可能 
消 雪 施 設 団地内道路に敷設整備中 

(維持管理組合を設立、加入、運営いただきます。P9 参照) 
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（３）第３期分譲区画（１区画） 

 

 

 

 

２ 第３期予約分譲について 

  土地の引渡しは、令和４年 12 月末頃を予定しています。 
（１）予約分譲面積及び分譲単価 

  ※分譲単価（円／坪）は（円／㎡）に３．３を乗じて算出しています。 
 

（２）区画の申込み 
  希望区画に関するその他のご要望は、「産業用地譲渡（予約）申込書」の「その他特記 
 事項」欄にご記入ください。  
 

３ 募集対象業種 

  製造業のほか、地域経済の活性化に寄与し、工業地域に立地可能な業種 

  ※都市計画・地区計画により制限される建築物があり、地区整備計画の制限がかかりま

す。詳細はＰ12「長岡北スマート流通産業団地地区地区計画」をご確認ください。 

 

４ 申込資格 

  申込者は、事業を営むための工場や事務所、倉庫など（以下、「工場等」という。）を建

設しようとする方で、原則として次に掲げる全ての要件を満たす必要があります。 

（１）土地売買契約締結から３年以内に自ら工場等を建設し、操業を開始できる企業である

こと。 

（２）工場等の建設及び経営に必要な資力及び信用を有する企業であること。 

区画 分譲面積 
分譲単価 

金額 
（円／㎡） （円／坪） 

３－② 15,189.99 ㎡ 15,800 円 52,140 円 240,001,842 円 

・区画３－②は道路交通法の規定により乗り入れ設置場所に制限がかかる場合があります。

・区画３－②には電柱があるため、乗り入れ設置場所に制限がかかる場合があります。 
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（３）工場等の建設及び経営に係る事業計画及び資金計画が適切であること。   

（４）税金等の滞納をしていない企業であること。 

（５）申込者が次のいずれにも該当していないこと。 

  (ｱ)地方自治法施行令（昭和２２年５月３日政令第１６号）第１６７条の４の規定（一般

競争入札の参加者の資格）に該当する者 

    ・契約を締結する能力を有しない者 

    ・破産手続開始の決定を受けて復権を得ていない者 

    ・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第３２

条第１項各号に掲げる者 

  (ｲ)次の申立てがなされている者 

    ・破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条または第１９条の規定による破産手続

開始の申立て 

    ・会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条に基づく更生手続開始の申立て 

    ・民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手続開始の申

立て 

    ・会社法（平成１７年法律第８６号）第５１１条に基づく特別精算開始の申立て 

  (ｳ)次に該当する者 

    ・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」

という。）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。） 

    ・法第２条第６号に規定する暴力団員または暴力団員でなくなった日から５年を経過

しない者（以下、「暴力団員等」という。） 

    ・暴力団または暴力団員等がその事業活動を実質的に支配していると認められる者 

    ・暴力団または暴力団員等が活動について特別の利害関係を有する者 

 

※ 申込者（譲受人）と操業を行う者が異なる場合は、それぞれが資本、役員等につい

て密接な関係を有すると認められる場合で、かつ、それぞれが上記の必要な要件を満た

す場合に申込資格を有することとします。 

 

５ 予約分譲の申込受付 

 

受 付 期 間 

令和４年１１月１日（火）から１１月２２日（火）まで 

申込みを希望する場合は、まず電話でお問い合わせください。申込みに必

要な様式等のご案内をいたします。 

 

受 付 場 所 

(申込･事前相談) 

長岡市商工部産業立地課 

住 所：〒940-0062 新潟県長岡市大手通２－６  

フェニックス大手イースト６階 

電 話：０２５８－３９－２２９８ 

E-mail：sangyou@city.nagaoka.lg.jp 

 

提 出 書 類 

 

(1)産業団地譲渡（予約）申込書（様式第１号） 

(2)企業概要書（様式第２号） 

(3)事業計画概要書（様式第３号） 

(4)誓約書（様式第４号） 

(5)定款（原本証明表示） 

(6)現在事項全部証明書 

(7)本社所在地における都道府県税、市区町村税の未納がないことの証明書
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(8)直近 3 期分(年 2 回決算の場合は 6 期分)の決算報告書（貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び勘定科目内訳明細書)各１部 

(9)会社概要(パンフレット)２部 

(10)その他、市が必要と認める書類（指示された場合のみ） 

※提出書類(1)～(4)様式は別途お渡しいたします。 

※(6)、(7)は３か月以内のものとします。 

提 出 方 法 上記提出書類を、持参又は郵送（令和４年11月22日まで必着）してください。

※郵送の場合、簡易書留等、配達記録が残る方法による書類のみ受付けます。

※提出書類は返却いたしませんのであらかじめご了承ください。 

※提出書類の作成に係る一切の費用は、申込者の負担とします。 

※提出書類については、本団地の分譲に関する業務以外には使用しません。

 

６ 分譲企業の選定方法 

（１） 選定方法 

申込者からの提出書類により、事業計画等の審査及び必要に応じてヒアリング等を行

い、分譲（予約）先企業（以下、「譲受人」という。）を選定します（選定結果について

は、別途書面で通知します）。 

※選定の経過等に関する問い合わせ及び異議等には、一切応じません。 

 

（２） 主な審査内容 

◇企業の概要  
（経営内容の健全性、安定性、製品やサービスの付加価値、生産性、雇用形態など） 

◇事業計画の内容 
（設備投資計画、人員配置計画、公害防止対策、スケジュールなど） 

◇地域経済への寄与及び市内既存産業への貢献度  など 
 

（３） 譲受人選定後の公表 

 ・ 譲受人選定後、報道発表や長岡市のホームページ等で企業概要及び事業内容等を公

表させていただきます。 

 

（４）その他 

  ・ 長岡市が必要と認めた書類について、追加提出をお願いする場合があります。 

・ 譲受人が選定されなかった場合は、随時に予約分譲を行います。 

 

７ 進出協定及び契約の締結等 

（１） 進出協定の締結 

  ・ 譲受人は、長岡市と別途調整の上、産業団地に係る進出協定を締結していただきま

す。 

  ・ 長岡市は、譲受人が次に掲げる行為を行ったとき、進出協定を解除することができ

ます。 

   (ｱ) 「産業団地譲渡（予約）申込書」等に虚偽の記載があったとき 

   (ｲ) この募集案内に定める事項に違反があったとき 

   (ｳ) 社会的な信用を著しく失墜させる行為をしたとき 

・ 進出協定に基づく進出協定締結者の権利を、第三者に承継させることはできません。 

・ 譲受人は進出協定締結後、公社と調整の上、土地の譲渡申込をしていただきます。 
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（２）土地売買契約の締結 

  ・ 譲渡する区画の現地立ち合い完了後、土地売買契約（以下、「本契約」という。）を

締結します。 

  ・ 本契約の締結後３０日以内に土地売買代金を一括納入していただきます。 

  ・ 本契約の締結に伴う諸経費は、譲受人の負担となります。 

 

（３）土地の引渡し及び所有権移転 

  ・ 土地は、土地売買代金の納入確認後、速やかに引渡します。 

  ・ 所有権移転登記については、公社が手続きを行います。 

  ・ 登記に必要な登録免許税等の諸経費は、譲受人の負担となります。 
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８ 分譲スケジュール 

 

令和４年１１月１日（火）～ 随時受付 

電話またはメールでお問合せください。 

申込関係様式の提供等について説明します。 

 

              令和４年１１月１日（火）～ １１月２２日（火） 

「産業団地譲渡（予約）申込書」等関係書類の提出 

（令和４年１１月２２日（火）必着） 

 

審査期間は２週間程度を予定 

 

 

 

選定結果を書面で通知します。（令和４年 12 月頃を予定） 

内定企業は、企業概要等を報道発表します。 

 

内定後を予定 

（令和４年 12 月頃） 

 

              

 譲受人が公社に提出 

（時期、内容等の詳細は公社と調整） 

 

 

              公社が譲受人に通知 

 

 

譲受人と公社が本契約を締結 令和４年 12 月末頃 

※締結日から３０日以内に土地売買代金を一括でお支払い 

いただきます。 

 

※ 上記のスケジュールは目安であり、事業の進捗状況により変更になることがあります。 

 

９ 留意事項 

（１）操業の義務等 

  ・ 本契約を締結した日から３年以内に、操業していただきます。 

 

（２） 土地の目的外使用の禁止及び転売等の制限 

  ・ 所有権移転後１０年間は、事業計画概要書に定めた用途以外の使用はできません。 

・ 所有権移転後１０年間は、公社の承認を得ずに、土地の全部又は一部について、第

三者に譲渡又は賃貸することはできません。 

・ 所有権移転後１０年間は、公社の承認を得ずに、売買土地又は売買土地の上に建設

された事業所等の施設に関する所有権の移転又は地上権、質権、使用貸借による権利、

賃借権その他の使用若しくは収益を目的とする権利を設定又はその他の権利を設定す

(2)予約分譲の受付開始 

(3)申込者の審査 

（ヒアリング）等 

(4)予約（譲受人）の内定 

(5)進出協定の締結 

(8)本契約の締結 

土地売買代金の支払い 

土地の引渡し 

(1)申込意向の連絡 

(6)土地譲渡申込み 

(7)譲渡の決定 
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ることはできません。 

 

（３）契約違反等に対する措置 

  ・ 本契約の内容に違反するなど、公社が必要と認めたときは、契約を解除することが

あります。 

  ・ 契約が解除された場合は、違約金を徴する場合があります。 

 

（４）環境保全 

  ・ 譲受人は、公害防止に関する諸法令を遵守するとともに、自然環境の保全及び廃棄

物の適正処理に関して万全の処置を講ずるものとします。 

  ・ 譲受人は、本契約の締結の際に長岡市と公害防止に関する協定書等を締結するもの

とします。 

 

（５）事業継続計画（ＢＣＰ）の策定 

  ・ 操業開始日までに、自然災害や感染者の危機に対応するためのＢＣＰを策定してい

ただきます。 

 

（６）消雪施設 

  ・ 団地内道路には消雪パイプおよび関連設備を整備中です。 

譲受人は消雪組合に加入し、当該設備の共有及び維持管理をしていただきます（購

入区画と消雪パイプ敷設道路との接道距離等に応じた維持管理費用の負担が毎年生じ

ます）。 
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10 各種優遇制度の概要 

 
 ◇長岡市の優遇制度 

   
固定資産税・都市計画税課税免除（長岡市企業立地促進条例） 

対象業種 

（１）製造の事業を行う事業所 
（２）製品の設計又は開発を行う事業所 
（３）技術開発又は試験研究を行う事業所 

（４）電気通信及び情報処理・提供サービスを行う事業所 
（５）道路貨物運送又は寄託を受けた物品の倉庫における保管、こん

包もしくは卸売を行う事業所 

要  件 

・投下固定資産額（土地、家屋、償却資産の取得額）：3,000 万円以上

 ※操業を行う者が取得する場合に限る 

・常用雇用者数：【新設】５人以上（小規模事業者は３人以上） 

        【増設】５人以上増加（小規模事業者は３人以上） 

対象資産 

・事業の用に供するために取得した固定資産 

・用地は取得してから３年以内に家屋の建築又は償却資産の設置に着

手したもの 

・家屋及び償却資産は用地購入後５年以内に事業の用に供したもの 

免除期間 当該固定資産が事業の用に供された年の翌年度から３年間 

   
長岡市工場等立地促進資金融資 
対 象 経 費 
限 度 額 

・用地取得費の２／３ 
・工場等取得費の２／３（２億円限度） 

対   象 １，０００㎡以上の用地を購入し、３年以内に操業を開始する企業 
融 資 利 率 年１．６５％（令和４年４月１日現在） 
償 還 期 間 １０年以内（うち据置２年以内） 

   
 
◇県の優遇制度 

不動産取得税課税免除・事業税及び法人県民税不均一課税（新潟県産業立地条例） 

対象者 

県が指定する地域において、事業用地・事業用家屋を取得した製造

業、情報通信業（情報サービス業、インターネット付随サービス業、

映像・音声・文字情報制作業）、情報通信技術利用業、道路貨物運送業、

倉庫業、こん包業、卸売業、植物工場、データセンター、漁場（生育

環境を制御する陸上での水産動植物の養殖業）を営む法人及び個人 

要   件 

・家屋（建物・同付属設備）、構築物の取得価格の合計額が１億円超 
・当該事業の用に供したことによって伴って増加する県内に住所を有

する常用雇用者が３人以上 
・当該事業用家屋において従事する、次のいずれかに該当する者 
 ア 新規採用者 
 イ 県外の事業所からの配置転換者 
 ウ 県内の事業所からの配置転換者で、当該配置転換元事業所にお

いて、「ア」又は「イ」に該当する者が従事する場合 
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優 遇 措 置 

・不動産取得税 
 課税免除 
・事業税（所得割）及び法人県民税（超過課税分） 
 ①新規常用雇用者１０人以上…６年間の不均一課税（適用税率の 

１／２） 
 ②新規常用雇用者３～９人…３年間の不均一課税（適用税率の 

１／２） 
課税免除等の額 ○不動産取得税 

 事業用家屋及び事業用土地全体にかかる税額 
 ※土地は事業用家屋の敷地である土地を対象とし、その取得後２年

以内に事業用家屋の建設着手がある場合に限る 
○事業税（所得割） 
 県内の事務所・事業所の従業員数に対する新築・増築した事業用家

屋に係る従業員数の割合に応じた所得に係る税額 
○法人県民税（超過課税分） 
 所定の方法により計算された税額 

 
 
◇国の優遇制度 

原子力発電施設等周辺地域企業立地支援給付金(通称：Ｆ補助金) 
金   額 電気料金の概ね２０～５０％ 

対   象 

（１）製造業等 
（２）当該立地場所において適用される、県又は市町村の企業立地に

係る条例・規則で定める業種 
（３）県又は市町村の企業立地に係る補助金等による支援を受けてい

るもの 

要   件 

・工場等を新設、増設し、電力会社との受給契約に基づき電気の供給

を開始、又は、変更契約等に基づき契約電力が増加すること 
・常用雇用者３人以上の増加（通電日から２か月前以降の雇用者を対

象） 
期   間 概ね８年間 
募 集 時 期 毎年２回（上期：５月頃、下期：１０月頃） 

   
  ※各種優遇制度については、造成完了後の適用に向けて調整中のものを含みます。 
 
 
11 お問い合わせ 

  〒940-0062 
長岡市商工部産業立地課 

  住所 新潟県長岡市大手通２－６ 
     フェニックス大手イースト６階 
  電話 ０２５８－３９－２２９８ 
  FAX ０２５８－３６－７３８５ 
  E-mail sangyou@city.nagaoka.lg.jp 
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参考：長岡北スマート流通産業団地地区地区計画 
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